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COP 28では、世界各国がクリーンエネルギーへの移行

過程で生じる様々な社会的影響に対処するため、労働者の

権利と社会的保護の要素を含む「公正な移行に関する作業

計画（JTWP）」が合意された。また、公正な移行のために

は人間社会への影響だけでなく、生態系、大気、水質への

影響など多岐にわたる地球環境への影響も考慮する必要が

ある。公正な移行のための課題は多様であり、国やセクター

間でも異なっている。世界全体で2050年までにカーボン

ニュートラルを達成するため、クリーンエネルギーへの移

行を各国及び世界にとって公正で衡平な手法で実現してい

くことが必要とされている。

UNU-IASでは、アジア太平洋地域が直面する公正な移行

に向けた様々な課題を踏まえ、2023年5月にポリシーブリー

フを出版した。このポリシーブリーフでは、公正なエネルギー

システムへの移行を促進するため、各国の優良事例とともに

以下の提言を行なった（Okitasari and Korwatanasakul 

2023）。

・	グリーン・ジョブへの平等なアクセスを促進するための

取組の強化

例えば、フィジーでは、再生可能エネルギーとレジリエン

スに焦点を当てた職業教育・訓練プログラムのグリーン化

が行われている。また、フィリピンでは、グリーンジョブ法

を制定し、国家開発計画（2017-2022）や国が決定する貢

献（NDC）等にグリーン・ジョブ政策を組み込んでいる。

・	クリーンエネルギー政策と社会保障政策の統合の推進

フィリピンにおける施策では、政府のエネルギー補助金

が廃止され、エネルギー税を導入しつつ、高齢者を対象

とした電力割引、社会的弱者への現金給付、公共交通支

援プログラム等の措置が実施された。

・	政府の気候変動対策予算への包摂性の組込み

ジェンダーに配慮した気候変動対策予算の策定において

インドネシアでは、2020年以降、ジェンダーに配慮した

気候変動対策予算の策定をしている。具体的には、各省庁

の気候変動予算において、ジェンダーへの配慮の有無に関

するタグ付けを行なっている。

・	人間中心でジェンダーに配慮したモニタリング、報告、評

価プロセスの確立

タイでは、子供に対する気候変動リスクのマッピングが

実施され、子供に配慮した気候変動政策の策定が行われ

た。バングラデシュでは、年齢、性別、障害の有無に関

するデータを優先的に収集し、人間中心のモニタリング

と国の気候変動適応計画の評価が行われている。またト

ンガでは、政策措置の立案から実施、モニタリングと評

価のプロセスにジェンダー平等の視点の組み込みが図ら
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国連大学サステイナビリティ高等研究所（UNU-IAS）

は、化石燃料への依存度が高く負の影響を大きく受ける国、

地域、労働者への適切な支援政策が不可欠である。

アジア太平洋地域における課題と取組事例

アジア太平洋地域は化石燃料への依存度が高く、クリー

ンエネルギーへの移行における社会経済への多大な影響が

懸念される。雇用においては、2030年までに約1,420万件

のグリーンジョブの創出が予測される一方で、移行に伴い

炭素集約型の産業における雇用は縮小し、失業者の増加に

つながる恐れがある。こうした展望は、すでに脆弱な雇用

環境にある女性の労働条件等をさらに悪化させる可能性が

あり、公正な移行の実現には、気候変動政策を通じて様々

な社会課題の解決にも取り組む必要がある。

2023年12月にアラブ首長国連邦ドバイで開催された国連

気候変動枠組条約第28回締約国会議（COP28）では、パリ

協定に基づく世界全体の取組の進捗点検であるグローバル

ストックテイク（GST）が初めて実施された。各国はこの結

果に基づき、2050年までにネットゼロ排出を達成し、パリ

協定の1.5℃目標を維持するため、公正で、秩序ある、かつ

衡平な方法でのエネルギーシステムにおける化石燃料から

の移行の推進や、今後10年間の行動の加速、2030年までに

再生可能エネルギーの容量を3倍に増やすことなどの対策の

強化について合意した。同条約の締約国がすべての化石燃

料からクリーンエネルギーへの移行について言及したのは

初めてであり、大きな成果を残した。一方で、こうした移行

の過程では、化石燃料産業や関連部門において、多くの雇用

が失われることが予測される（表1）。公正な移行の実現に

出典：ILO;田村 (2019) p.42

表１　エネルギー部門における持続可能性への移行によって最も影響を受ける部門
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